記入上の注意
１．「情報セキュリティ監査企業台帳に関する規則」をご理解いただいた上で、情報セキュリティ監査企業台帳に関する規則第３条に基づき、申告をお願いいたします。

２．登録の単位

　商業登記法による登記をされた本店又はその支店及び法人格を有する団体を単位として行うことができることとします。その際、当該組織が独立して情報セキュリティ監査を行うことができる体制を確保すること（少なくとも、情報セキュリティ監査従事者が１名以上、当該組織に常駐していること）が必要です。

３．別紙様式、様式の記載方法

〔別紙様式〕申告書への記載について

（1） 提出の方法

登録単位ごとに提出してください。

（2）別紙様式への記載方法

1)　企業名：略称ではなく、正式な名称を記載してください。
2) 代表者氏名：当該企業を代表する者（代表取締役社長等）の氏名を記載してください。

3) 記入担当者名及び連絡先：提出された別紙の内容に関して問い合わせをする場合があるため、記入担当者氏名及び連絡先（所属部署、電話番号）を記載してください。

4) 情報セキュリティ監査企業台帳に関する規則第２条第２項の規定に基づき情報セキュリティ監査を行うことを宣言し、証明してください（証明文などは必要ありません。自己証明です。）。

5) 申告書に社印等（角印又は代表者印）を押印してください。※ゴム印や認印は不可

（3）情報セキュリティ監査企業台帳への掲載

　情報セキュリティ監査企業台帳には別紙様式の別紙のみの掲載となります。

４．その他

以下のカテゴリに属するキャラクタは、正しく表示されない場合がありますので、使用を控えるようお願い致します。

別紙の記載について
　全ての登録事項をＡ４版３枚でまとめてください。これを情報セキュリティ監査企業台帳に掲載します。

1. 経済産業局の所轄する都道府県

   所在地を所轄する経済産業局は次のとおりです。

1) 北海道経済産業局：北海道 

2) 東北経済産業局：青森県　岩手県　宮城県　秋田県　山形県　福島県 

3) 関東経済産業局：茨城県　栃木県　群馬県　埼玉県　千葉県　東京都　神奈川県　新潟県　山梨県　長野県　静岡県 

4) 中部経済産業局：富山県　石川県　岐阜県　愛知県　三重県 

5) 近畿経済産業局：福井県　滋賀県　京都府　大阪府　兵庫県　奈良県　和歌山県 

6) 中国経済産業局：鳥取県　島根県　岡山県　広島県　山口県 

7) 四国経済産業局：徳島県　香川県　愛媛県　高知県 

8) 九州経済産業局：福岡県　佐賀県　長崎県　熊本県　大分県　宮崎県　鹿児島県

9) 沖縄総合事務局：沖縄県

2. 情報セキュリティ監査企業概要について

　企業名（申請書と同一の名称）、代表者氏名（申請書と同一の代表者氏名）、所在地、電話番号、設立年月日、資本金、最近３年間の売上高、業種、情報セキュリティ監査を行う部門の連絡先、ホームページＵＲＬ、所属団体をそれぞれ記載してください。

　なお、押印の必要はありません。

3. 情報セキュリティ監査の概要について

1) 情報セキュリティ開始年、実施回数、主な監査内容については、それぞれの項目に  したがい、記載してください。

2) 前年度（２８年度申告であれば、２７年度）の情報セキュリティ監査内容については、監査を行った企業名（資本金、実施月日）、監査対象・テーマ、実施者名及び監査形態（「保証型」又は「助言型」若しくは「両方」のいずれかをチェックしてください。）について記載してください。

3) 情報セキュリティ監査従事者の概要については、従事者氏名、従事者の情報セキュリティ監査開始年、これまでの情報セキュリティ監査を行った回数、取得資格の状況をについて記載してください。

4) 情報セキュリティ監査のうち、得意とする分野、その他については、それぞれ記載してください。
〔別紙様式〕
申告書

経済産業大臣　殿

企　業  名

代表者氏名　　　　　          印

記入担当者名及び連絡先

TEL

情報セキュリティ監査企業台帳に関する規則第３条の規定に基づき、別紙のとおり申告します。
また、第２条第２項の規定に基づき独立的かつ専門的な立場から情報セキュリティ監査を行うことを自ら宣言し、証明致します。
別紙

	
	 　　　所在地を所轄する経済産業局を○で囲むこと


	
	  北海道・東北・関東・中部・近畿・中国・四国・九州・沖縄


Ⅰ．情報セキュリティ監査企業概要
	企業名
	（フリガナ）

	略称（ヨミガナ）

	法人番号

	

	代表者氏名
	

	所在地

	〒


	電話番号
	

	設立年月日

	

	資本金
	百万円

	最近３年間の売上高

(会計期間　月～　月)

	平成28年度
百万円
	平成29年度
百万円
	平成30年度
百万円

	業種
	

	情報セキュリティ監査
を行う部門の連絡先
	所在地
	

	
	担当部課
	
	電話番号
	

	従業員数
	人（うち、上記部門従業員数　　　人）

	ホームページＵＲＬ
	

	所属団体
	

	備考欄
	


Ⅱ．情報セキュリティ監査の概要
１．情報セキュリティ監査実施の実績
①情報セキュリティ監査開始年　　年
②実施回数

企業内　　回　うち前年度回数　　回
企業外　　回　うち前年度実施の回数　保証型監査　　回、助言型監査　　回
合計　　回
　 ③主な監査内容

	実施年月日
	対象企業

	実施者名
	監査テーマ

	
	
	
	


④前年度の情報セキュリティ監査内容（主なもの５件以内）

	対象企業名、資本金及び実施月日

	監査概要
	監査形態

	１
(資本金　千万円)
( 　　月　　日～
月    日)
	・監査対象・テーマ
・実施者名
	　・保証型
　

　・助言型
　　

　・両　方

	２
(資本金　千万円)
( 　　月　　日～
月    日)
	・監査対象・テーマ
・実施者名
	　・保証型
　

　・助言型
　・両　方

	３
(資本金　千万円)
( 　　月　　日～
月    日)
	・監査対象・テーマ
・実施者名
	　・保証型
　

　・助言型
　・両　方

	４
(資本金　千万円)
( 　　月　　日～
月    日)
	・監査対象・テーマ
・実施者名
	· 保証型

· 助言型
　

　・両　方

	５
(資本金　千万円)
( 　　月　　日～
月    日)
	・監査対象・テーマ
・実施者名
	· 保証型

· 助言型
　

　・両　方


（注）「情報セキュリティ監査実施の実績」の③及び④の記述内容については、対象企業の了承を得ること。
２．情報セキュリティ監査従事者の概要

	従事者氏名
	情報セキュリティ 監査開始年
	回数
	監査関連資格の取得状況

	
	
	
	資格の名称
	取得年月日


	
	
	
	公認情報ｾｷｭﾘﾃｨ主任監査人

公認情報ｾｷｭﾘﾃｨ監査人

情報ｾｷｭﾘﾃｨ監査人補

情報ｾｷｭﾘﾃｨ監査ｱｿｼｴｲﾄ

システム監査技術者
情報セキュリティアドミニストレータ

情報セキュリティスペシャリスト
ISMS主任審査員/審査員
公認システム監査人
公認情報システム監査人

JASA監査人研修（　　年度）

NRA自治体業務知識研修
その他（　　　　　　）
	

	
	
	
	公認情報ｾｷｭﾘﾃｨ主任監査人

公認情報ｾｷｭﾘﾃｨ監査人

情報ｾｷｭﾘﾃｨ監査人補

情報ｾｷｭﾘﾃｨ監査ｱｿｼｴｲﾄ

システム監査技術者
情報セキュリティアドミニストレータ

情報セキュリティスペシャリスト
ISMS主任審査員/審査員
公認システム監査人
公認情報システム監査人

JASA監査人研修（　　年度）

NRA自治体業務知識研修
その他（　　　　　　）
	

	
	
	
	公認情報ｾｷｭﾘﾃｨ主任監査人

公認情報ｾｷｭﾘﾃｨ監査人

情報ｾｷｭﾘﾃｨ監査人補

情報ｾｷｭﾘﾃｨ監査ｱｿｼｴｲﾄ

システム監査技術者
情報セキュリティアドミニストレータ

情報セキュリティスペシャリスト
ISMS主任審査員/審査員
公認システム監査人
公認情報システム監査人

JASA監査人研修（　　年度）

NRA自治体業務知識研修
その他（　　　　　　）
	


３．情報セキュリティ監査を得意とする分野
	


４．その他（情報セキュリティ監査の特色等）
	


（注）別紙用紙の大きさは日本工業規格で定めるＡ列４番とし、３枚で作成すること。

情報セキュリティ監査企業台帳登録企業　ホームページのリンク・個人情報の利用目的

について（回答）

	企業名

	

	ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞURL
	


· 情報セキュリティ監査企業台帳の利用者の利便性を考慮し、貴社がホームページを開設されている場合は、原則的にリンクを張っておきたいと考えていますのでご了承願います。

　もし、貴社の特段の事情によりホームページへのリンクが困難な場合には、以下の□にチェック願います。

　・リンクしないことを希望する・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・□

　　同意できない場合は、その理由を記載して下さい。

	


· 情報セキュリティ監査企業台帳の登録に際して、貴社より入手した個人情報は、行政機関の保有する個人情報の保護に関する法律に基づき、当省において、以下の利用目的の達成に必要な範囲内にてお取り扱い致します。

　・申告書（別紙含む）及びアンケートの記載内容に関する問合せを行うため

　・情報セキュリティ監査企業台帳の更新に関する情報提供を行うため

以　上
ローマ数字：II, IV, X　等


修飾数字：丸1、丸2、括弧1、括弧2　等


修飾英字：括弧A、括弧B　等


省略文字：(株)、(有)　等


単位／年号：cm、kg　等


下線、太字、斜体、網掛等の修飾文字











�商業登記法による登記をされた本店又はその支店及び法人格を有する団体を単位として登録してください。個人事業主でも登録は可能です。


�【企業名】正式な名称を記載してください。


�【代表者印】角印又は代表者印を押してください（ゴム印や認印不可）。


�【所在地】


・忘れずに〇で囲んで下さい。


・所在地以外の記載が全く同じ場合であっても、所在地ごとに申告書を提出してください。必要書類は共通としていただいて構いません。


�【企業名】必要書類２－①に記載の正式名称を記入して下さい。


�【法人番号】13桁の番号を記入してください。


�【所在地】必要書類２－①に記載の住所と異なる場合は、ホームページの写し等、記入した住所が確認できるものを併せてご提出ください。


�【設立年月日】必要書類２－①に記載の「会社設立の年月日」を記入してください。必要書類２－①に記載の日付と異なる場合は、その旨を備考欄に記入してください。


�【最近３年間の売上高】必要書類２－②から確認できる数値を記入してください。経営方針等で非公開としている場合は、それぞれの年度に「－百万円」と記入してください。


�【会計期間】忘れず記入してください。


�【実施回数】事情により③主な監査内容を空欄にて提出する場合でも、実施回数は記載いただいて構いません。


�【主な監査内容】


・１行に１案件ごと記入してください。行の追加は適宜行って下さい。


・必要書類２－③にて各項目の記入内容が確認できる案件のみ記入してください。


・実企業名を公表できない場合であって、承諾書２の提出も難しい場合は、空欄での提出してください。監査内容が空欄の場合でも申告は受け付けます。


�【対象企業】原則、実企業等名にて掲載します。実企業等名での掲載が難しい場合は、承諾書２をご提出いただければ、記号名にて掲載します。


�【前年度の情報セキュリティ監査内容】


・１行に１案件ごと記入してください。行の追加は適宜行って下さい。


・必要書類２－③にて各項目の記入内容が確認できる案件のみ記入してください。


・実企業名を公表できない場合であって、承諾書２の提出も難しい場合は、空欄での提出してください。監査内容が空欄の場合でも申告は受け付けます。


�【対象企業名】


・原則、実企業等名にて掲載します。実企業等名での掲載が難しい場合は、承諾書２をご提出いただければ、記号名にて掲載します。


・資本金や実施月日も忘れず記入してください。


�【情報セキュリティ監査従事者の概要】ここに記入する従事者の資格については、必要書類２－④取得資格一覧にすべて記入してください。


�【取得年月日】必要書類２－④取得資格一覧に記載の取得年月日と齟齬がないように記入してください。


�【企業名】必要書類２－①に記載の正式名称を記入して下さい。





